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貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別
科目

当期（第62期）
平成13年  2月28日

前期（第61期）
平成12年  2月29日

増　　　減

（　資　産　の　部　）

Ⅰ　　流 動 資 産           
　　　現 金 及 び 預 金           

　　　受 取 手 形           
　　　営 業 未 収 金           

　　　有 価 証 券           
　　　自 己 株 式           
　　  製 品           

　　　仕 掛 品           
　　　貯 蔵 品           

　　　前 渡 金           
　　　前 払 費 用           

      短期貸付金（現先）           
　　　関係会社短期貸付金           
　　　そ の 他 短 期 貸 付 金           

　　　未 収 金           
　　　繰 延 税 金 資 産           

　　　そ の 他           
　　　貸 倒 引 当 金           

７，２７０

１０３
５，９４９

３，３４２
０
３０９

２１
３３

７０
６５５

２，９９８
７，７３７
８

９，３６８
９８６

６０７
△２，１８７

３１，６３９

１５２
６，９９０

２，０９３
０
４７２

１６
３６

１４３
７４１

－
３，６４５
２，０６３

－
６６１

９８３
△１，２７７

△２４，３６９

△４９
△１，０４０

１，２４９
　　　　　　　  ０

△１６２

５
△３

△７３
△８６

２，９９８
４，０９２
△２，０５５

９，３６８
３２５

△３７５
△９１０

　　　流 動 資 産 合 計           ３７，２７４
　

３８，２１９

５８３
２５１

１
６３４

３９，０１０

７７９

４８，３６４
　

３８，２２２

６４６
２６９

２
６２０

３８，１７５

３８９

△１１，０８９
　

△３

△６２
△１８

△０
１４
８３５

３８９

７９，４７９

１０，９４３

３２８
３９４

７８，３２５

１０，９４３

－
４１１

１，１５３

－

３２８
△１７

Ⅱ　　固 定 資 産           

(1) 有 形 固 定 資 産           
　　　建 物           
　　　構 築 物           

　　　機 械 及 び 装 置           
　　　車 両 運 搬 具           

　　　器 具 及 び 備 品           
　　　土 地           

　　　建 設 仮 勘 定           
　　　有 形 固 定 資 産 合 計           

(2) 無 形 固 定 資 産           

　　　借 地 権           
      ソ フ ト ウ ェ ア           

　　　そ の 他           
　　　無 形 固 定 資 産 合 計           

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産           
　　　投 資 有 価 証 券           
　　　関 係 会 社 株 式           

　　　出 資 金           
　　　長 期 貸 付 金           

　　　長 期 前 払 費 用           
　　　差 入 保 証 金 ・ 敷 金           

      繰 延 税 金 資 産           
　　　そ の 他           
　　　貸 倒 引 当 金           

１１，６６５

７，９９４
１２，５６０

５
１，０２１

１，２８４
５９，９５５

３，８３０
２１５
△６

１１，３５４

２５，３０５
５，６１３

２０５
１，０３０

１，７２３
６１，７１８

３０５
４２７
△７

３１１

△１７，３１１
６，９４６

△２００
△９

△４３８
△１，７６２

３，５２４
△２１１
１

　　　　　　　　　　　　　

　　　投資その他の資産合計           ８６，８６０ ９６，３２２ △９，４６１

      固 定 資 産 合 計           

Ⅲ　　繰 延 資 産           

　　　社 債 発 行 差 金           

１７８，００６

３３

１８６，００３

６６

△７，９９７

△３３

　　　繰 延 資 産 合 計           ３３ ６６ △３３

　　　資 産 合 計           ２１５，３１４ ２３４，４３４ △１９，１１９
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貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別
科目

当期（第62期）
平成13年  2月28日

前期（第61期）
平成12年  2月29日

増　　　減

（　負　債　の　部　）

Ⅰ　　流 動 負 債           
　　　支 払 手 形           

　　　営 業 未 払 金           
　　　短 期 借 入 金           
　　　一年以内返済予定長期借入金
　　　未 払 金           

　　　未 払 法 人 税 等           
　　　未 払 費 用           

　　　前 受 金           
　　　預 り 金           

　　　前 受 収 益           
　　　賞 与 引 当 金           
　　　返 品 調 整 引 当 金           

　　　単行本在庫調整引当金           
　　　一 年 以 内 償 還 社 債           

　　　一年以内返済受入保証金
　　　そ の 他           

９５３

１４，５１２
１７，４１５

８，３９２
３，９３７
７２５

９８５
１５８

３１３
－

５５４
２２
１１８

４，７００
４，２８９

１１８

１，０５３

１４，９７９
１８，７１５

８，９４０
３，６１９
１，２１９

１，０４３
１２７

３８８
０

５３９
２１
２５０

１０，０００
３，９１６

１５８

△１００

△４６７
△１，３００

△５４８
３１８
△４９４

△５７
３１

△７４
△０

１５
１

△１３２

△５，３００
３７３

△３９

　　　流 動 負 債 合 計           

Ⅱ　　固 定 負 債           
　　　社 債           

　　　転 換 社 債           
　　　長 期 借 入 金           

　　　長 期 未 払 金           
　　　退 職 給 与 引 当 金           
　　　役員退職慰労引当金           

      債務保証損失引当金           
　　　受 入 保 証 金           

５７，１９６

２１，７００
５，０００
２７，００５

１
１６

４００
３５０

５３，３１２

６４，９７０

２４，７００
５，０００
２６，５８７

３
１０

５９１
－

５７，９８４

△７，７７４

△３，０００
－
４１８

△２
５

△１９１
３５０

△４，６７２

　　　固 定 負 債 合 計           １０７，７８６ １１４，８７７ △７，０９１

負　　債　　合　　計 １６４，９８３ １７９，８４８ △１４，８６５

（　資　本　の　部　）
Ⅰ　　資 本 金           

Ⅱ　　資 本 準 備 金           
Ⅲ　　利 益 準 備 金           

Ⅳ　　そ の 他 の 剰 余 金           
　　任 意 積 立 金           

　　　別 途 積 立 金          
　　当期未処分利益又は当期未処理損失

２１，７９３

２１，２１８
６５８

１０，０１１
△３，３４９

２１，７９３

２１，２１８
６０７

９，３６１
１，６０４

－

－
５０

６５０
△４，９５４

その他の剰余金合計           ６，６６１ １０，９６５ △４，３０４

資　　本　　合　　計 ５０，３３１ ５４，５８５ △４，２５４

負債及び資本合計          ２１５，３１４ ２３４，４３４ △１９，１１９
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損益計算書

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

　科目

当期（第62期）
自平成１２年 ３月　１日
至平成１３年 ２月２８日

前期（第61期）
自平成１１年 ３月　１日
至平成１２年 ２月２９日

増　　　減

Ⅰ　　売 上 高           
　　　　専 門 店 売 上 高          

　　　　そ の 他 の 売 上 高          　　　　
Ⅱ　　売 上 原 価           

　　　　専 門 店 仕 入 高          
　　　　その他の売上原価          

２４６，１２６
２４０，１５３

５，９７２

２１７，９５４

２１３，２０１
４，７５２

２６３，８４０
２５７，１２８

６，７１１

２３４，５２５

２２９，３６０
５，１６５

△１７，７１３
△１６，９７４

△７３８

△１６，５７１

△１６，１５９
△４１２

　　　　売 上 総 利 益          

　　　　返品調整引当金繰入額

　　　　返品調整引当金戻入額

２８，１７２

１

－

２９，３１４

　　　　　　　　－

１５

△１，１４１

１

△１５

　　　　差 引 売 上 総 利 益          

Ⅲ　　営 業 収 入           

２８，１７０

１，５９０

２９，３２９

１，５２４

△１，１５８

６５

　　　　営 業 総 利 益          

Ⅳ　　販売費及び一般管理費           

２９，７６０

２３，４６４

３０，８５４

２４，５７６

△１，０９３

△１，１１２

　　　　営 業 利 益          

Ⅴ　　営 業 外 収 益           
　　　　受 取 利 息          

　　　　雑 収 入          

Ⅵ　　営 業 外 費 用           

　　　　 支 払 利 息          
　　　　 社 債 利 息          

　　　　 社債発行差金償却          
　　　　 社 債 発 行 費          
　　　　 雑 支 出          

６，２９６

６６６

２７４
３９１

２，０７６
１，０６０

７３３
３３

１２
２３６

６，２７７

７９４

２８４
５０９

２，２００
１，０３９

７３４
３５

２６２
１２７

１９

△１２８

△９
△１１８

△１２３
２１

△１
△２

△２４９
１０８

　　　　経 常 利 益          

Ⅶ　　特 別 利 益           

　　　  投資有価証券売却益          
　　　　有価証券評価損戻入益
　　　　投資有価証券評価損戻入益

　　　　貸倒引当金戻入益          
　　　　新株引受権戻入益          

        過年度賃借料修正益          
        過年度撤去費修正益          

Ⅷ　　特 別 損 失           
　　　　固 定 資 産 除 却 損          

　　　　 投資有価証券売却損          
　　　　 有 価 証 券 評 価 損          
　　　　投資有価証券評価損          

　　　　ゴルフ会員権評価損          
　　　　子会社株式評価損          

　　　　貸倒引当金繰入額          

債務保証損失引当金繰入額
              投 資 事 業 清 算 損          

        子 会 社 整 理 損          
        関連先事業整理損          

４，８８６

１，５７７

１
１，２４５
１６２

－
　　　　　　     －

                 －
             １６８

　　　 １２，８６８
　　　　     ９１７

　　　　 ５，０６９
　　　　         －
             ２２７

　　　　　　 １２７
　　　　 ２，９００

　　　　 １，９１４
             ３５０

                 －
         １，１３５
             ２２５

４，８７２

１，６０６

２５
－
－

１９１
　　　　 １，３０４

８５
－

５，０８７
５１９

－
２，９２７
３４３

－
－

１，１８９
－

１０７
－

　　　　　　　　 －
　　　　　

１４

△２８

　　　　  　 △２３
　　　　 １，２４５
         １６２

 △１９１
 △１，３０４

 △８５
１６８

７，７８０
 ３９７

 ５，０６９
△２，９２７
 △１１６

 １２７
２，９００

 ７２５
 ３５０

 △１０７
１，１３５
 ２２５

　　　　税引前当期純利益(損失△)
　　　　法人税、住民税及び事業税

        法 人 税 等 調 整 額          

△６，４０３
１，２００

△３，８５０

１，３９０
１，１６７

△３０６

△７，７９４
３２

△３，５４３

△３，７５３
　　　　　 　　６５０

                 －

５３０
６６０

６６０

△４，２８３
△１０

△６６０

　　　　当期 純 利 益( 損失△)           
　　　　前 期 繰 越 利 益          

        過年度税効果調整額          
　　　　中 間 配 当 額          

　　　　中間配当に伴う利益準備金積立額
　　　　　　 ２２４

　　　　　　　 ２２

２２４

２２

０

０

　　　　当期未処分利益又は当期未処理損失 △３，３４９ １，６０４ △４，９５４
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利益処分案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　期　別

科　目

 当期（第６２期）          
　自 平成12 年 3 月 1 日
　至 平成13 年 2 月28日

 前期（第６１期）          
　自 平成 11年 3月 1日
　至 平成 12年 2月29日

    増　減

当 期 未 処 分 利 益          
又は当期未処理損失          

任意積立金取崩額          

  別途積立金取崩額         

これを次のとおり処分します

利 益 準 備 金          

配 当 金          

取 締 役 賞 与 金          

任 意 積 立 金          

別 途 積 立 金         

　  △３，３４９

      ４，０００

　　　　　　２３

　　　　　２２４
　（１株につき４円）

　
　
　　　　　    －

　
　

　
　　　　　    －

　　　１，６０４

              －

　　　　　　２８

　　　　　２２４
　（１株につき４円）

　

　　　　　　５２

　
　

　
　　　　　６５０

 △４，９５４

   ４，０００

         △５

         △０

       △５２

     △６５０

次 期 繰 越 利 益          　　      ４０２ 　　　　　６５０      △２４７

　　　　（注）１．平成１２年１０月３０日に２２４百万円（１株につき４円）の中間配当を実施

　　　　　　　　　いたしました。

　　　　　　　２．利益配当金は、単位未満株式の買取り請求による自己株式２，７０４株を除い

                  て計算しております。
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売上高及び営業収入の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 （単位　百万円：未満切捨）
当期（第６２期）

（自平成１２年３月１日～至平成１３年２月２８日）
前期（第６１期）

（自平成１１年３月１日～至平成１２年２月２９日） 増　　減
　　　　　　　期　別

科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

衣　　料　　品

身　　回　　品

雑　　　　　貨

食　　　　　品

飲　　　　　食

そ　　の　　他

　 １１０，０９１

　　 ３４，７４７

　　 ４３，９３６

　　 １０，９６４

　　 １２，４９４

　　 ２７，９１８

　　 ％
44.5

14.0

17.7

 　4.4

　 5.1

　11.3

　 １２１，２１０

　　 ３７，０８４

　　 ４６，６０９

　　 １１，６７７

　　 １２，３６４

　　 ２８，１８２

　　 ％
45.7

14.0

17.6

 　4.4

　 4.6

　10.6

 △１１，１１８

　 △２，３３６

   △２，６７３

　  　 △７１３

　　     １３０

　     △２６３

専

門

店

売

上

高

小　　　　　計 　 ２４０，１５３   97.0 　 ２５７，１２８   96.9  △１６，９７４

劇　　　　　場

出　　　　　版

そ　　の　　他

　　　 ４，４９１

　　　　　 ４３０

　　　 １，０５０

　 1.8

 　0.2

 　0.4

　　　 ３，８０３

　　　　　 ４０３

　　　 ２，５０４

　 1.4

 　0.2

 　0.9

　　　   ６８８

　　       ２６

　 △１，４５３

そ

の

他

売

上

高 小　　　　　計 　　　 ５，９７２ 　 2.4 　　　 ６，７１１ 　 2.5      　△７３８

売　　上　　高　　計 　 ２４６，１２６ 　99.4 　 ２６３，８４０ 　99.4  △１７，７１３

営　　業　　収　　入 　　　 １，５９０ 　 0.6 　　　 １，５２４ 　 0.6  　　      ６５

合　　　　　　　　計 　 ２４７，７１６  100.0 　 ２６５，３６４  100.0  △１７，６４８

　　　（注）専門店売上高のその他はサービス等であります。
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　取引所の相場のある有価証券……移動平均法による低価法（洗替え方式）

　　　取引所の相場のない有価証券……移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　製 品      ……総平均法による原価法

　　　仕 掛 品      ……個別法による原価法

　　　貯 蔵 品      ……個別法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産　建物（建物附属設備は除く）

　　　　　　　　　　　　　　………税法の規定による定額法

　　　　　　　　　　その他の有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　………税法の規定による定率法

　　　無形固定資産  ソフトウェア

                            ………･社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

                    その他の無形固定資産

                            ……･…税法の規定による定額法

　　　長期前払費用……税法の規定による定額法

（追加情報）

投資その他の資産の「長期前払費用」に計上していたソフトウェア（自社利用）については、「研究開発費

及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第12 号

平成 11 年 3月 31 日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。

ただし、同報告により、上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「長期前

払費用」から無形固定資産の「ソフトウェア」として表示しており、減価償却の方法については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

４．繰延資産の処理方法

　　　社債発行費      ……支出時に全額費用処理しております。

　　　社債発行差金……社債償還期間により均等償却しております。

５．引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、税法の規定による損金算入限度相当額（法定繰入率）

及び個別に見積もった必要額を計上しております。

（２） 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３） 退職給与引当金

従業員に対する退職金の支払いに備えるため、期末要支給額を計上しております。なお、勤続年数

５年を越える従業員は、厚生年金保険法に基づくセゾングループ厚生年金基金及び適格退職年金制

度に移行しております。

（４） 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（５） 返品調整引当金

期末日以降に発生が予測される返品による損失に備えるため、税法の規定による損金算入限度相当

額を計上しております。

（６） 単行本在庫調整引当金

出版後一定期間を経過した単行本について売れ残り在庫の発生による損失に備えるため、税法の規

定による損金算入限度相当額を計上しております。
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（７） 債務保証損失引当金

当期より債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担見積

額を計上しております。

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。

（表示方法の変更）

従来、未収金は流動資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当期において資産の総額の

100 分の1 を超えたため区分掲記しております。なお、前期の流動資産の「その他」に含まれている未収金

は４８４百万円であります。

注記事項

（貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期（第６２期）         　　　前期（第６１期）         

１．有形固定資産減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　５３，３７４百万円　　　５１，８９８百万円

２．偶 発 債 務             　　　　　　　　　　　　　　　　５，８２１百万円　　　１３，１９４百万円

３．流動資産「その他」に含まれている自己株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　自 己 株 式 数           　　　　　　　　　　　　　　　　　  ２，７０４株　 　　　　１，６５４株

（重要な後発事象）

当社は、平成 13 年 2 月 21 日開催の取締役会の決議により、第三者割当による新株式１４，０００千株の

発行（発行総額４，５３６百万円、払込期日 3 月9 日）を行っております。

詳細につきましては、平成13 年2 月 21 日に公表済であります。
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（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　　　

当期（第６２期）         前期（第６１期）         

取 得 価 額     
相 当 額     

減価償却累計額
相 当 額     

期 末 残 高     
相 当 額     

取 得 価 額     
相 当 額     

減価償却累計額
相 当 額     

期 末 残 高     
相 当 額     

器具及び備品   １,５２０      ９１１ 　　 ６０９   １,５９５      ９４１ 　　 ６５３

そ の 他               ６          ３          ３ － － －

合　　　計   １,５２６ 　　 ９１４ 　　 ６１２ 　１,５９５ 　　 ９４１ 　　 ６５３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期（第６２期）         　　　前期（第６１期）         

　　　（２）未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　１　年　内　　　　　　　　　　　２７９百万円　　　　　　２８６百万円

　　　　　　　　　　　　１　年　超　　　　　　　　　　　３５１百万円　　　　　　３９０百万円

　　　　　　　　　　　　合　　　計　　　　　　　　　　　６３０百万円　　　　　　６７６百万円

　　　（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　　　　　　　支払リース料　　　　　　　　　　３３６百万円　　　　　　３４３百万円

　　　　　　　　　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　３０９百万円　　　　　　３１５百万円

　　　　　　　　　　　　支払利息相当額　　　　　　　　　　２０百万円　　　　　　　２７百万円

　　　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　（５）利息相当額の算定方法

　　　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

　　　　　　については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

                                                    当期（第６２期）         　　　前期（第６１期）         

            未経過リース料

　　　　　　　　　　　　１　年　内                          ２百万円                －百万円

　　　　　　　　　　　　１　年　超                    　    ２百万円                －百万円

　　　　　　　　　　　　合　　　計                          ４百万円                －百万円
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（税効果会計関係）

                                                             

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

                                                             

  繰延税金資産

      貸倒引当金損金算入限度超過額                                ８６８百万円

      役員退職慰労引当金の損金不算入                              １６８

      賞与引当金の損金不算入                                        ８６

      新規取得土地等に係る負債利子の損金不算入                      １１

      投資有価証券売却損の損金不算入                          ２，１３１

      投資有価証券評価損の損金不算入                          １，２７３

      債務保証損失引当金の損金不算入                              １４７

      未払事業税否認                                                ６６

      その他                                                        ６４

      繰延税金資産合計                                        ４，８１７

  繰延税金負債                                                        －

  繰延税金資産（又は負債）の純額                              ４，８１７

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がないため差異発生原因に

ついての記載を省略しています。
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役　員　の　異　動

（１） 代表者の異動予定

該当事項はありません。

（２） その他の役員の異動（５月２６日付）

① 新任取締役候補（非常勤）

大　野　宗　彦　（現　森トラスト株式会社　常務取締役）

② 新任監査役候補（常勤）

室　井　　　潔　（現　当社顧問）

③ 退任予定監査役

中　村　道　彦　（現　常勤監査役）
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取締役候補者略歴

おおの　　むねひこ

大野　宗彦

昭和２０年７月２８日生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京大学経済学部         

昭和４４年６月卒業

＜　職　　歴　＞

　　　　昭和４４年　６月　　　  株式会社三井銀行（現三井住友銀行）入行

　　　　平成　２年　４月　　　　同　　行　　麹町支店支店長

　

　　　　平成　６年　４月　　　　同　　行　　大阪営業第一部部長

　　　　平成　７年　６月　　　　同　　行　　新宿西支店支店長

　　　　平成１０年　６月　　　  森ビル開発（現森トラスト）株式会社出向　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　平成１１年　６月　　　　同　　社　　入社　常務取締役（現任）

　　　

                                            以上
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監査役候補者略歴

むろい

室井　
きよし

潔

昭和２２年４月１日生

日本大学経済学部         

昭和４４年３月卒業

　　　　　　　　　　　　　　　　＜　職　　歴　＞

　　　昭和４５年１０月　　　  株式会社西武百貨店　入社

　　　平成　６年　５月　　　    株式会社パルコ　　　調布パルコ店長

　　　平成　７年　５月　　　　　同　　社　　　　取締役調布パルコ店長

　　　平成　７年１０月　　　　　同　　社　　　　取締役札幌パルコ店長

　　　平成１０年　３月　　　　　同　　社　　　　取締役厚木パルコ店長

　　　平成１２年　３月　　　　　同　　社　　　　取締役千葉パルコ店長

　　　平成１２年　９月　　　　　同　　社　　　　取締役監査室長

　　　平成１３年　３月　　　　　同　　社　　　　顧問（現任）

                                            以上


